
（令和2年3月31日までに策定された行動計画に係る支給申請の場合） 2022.4.1版

　　　　　　　受付日：令和　　年　　月　　日（担当：　　　　　）

　　　　　　　担当者：　　　　　  　　様　　　来局　　郵送

１　申請期限

２　申請方法等

　⑴　書類は、下記の番号順に整えて、本様式を添付して提出してください。

　⑵　書類が全て揃っていない場合には受理することができませんので、ご注意ください。

　⑶　この他、審査に必要な書類を提出していただく場合がありますので、ご承知おきください。

受付時 審査時

1
両立支援等助成金(女性活躍加速化コース）支給申
請書（【加】様式第１号））

Ａ（必須）
Ｎ（必須）

原本 □ □

2 支給要件確認申立書(共通要領様式第1号）
Ａ（必須）
Ｎ（必須）

原本 R4.4.1改正版 □ □

3

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画（以
下「行動計画」）
（次期の行動計画を策定したため、女性の活躍推
進企業データベースに掲載されている行動計画と
申請に係る行動計画が異なる場合に限る）

Ａ（必須）
Ｎ（必須）

写し □ □

4
行動計画策定時の雇用管理区分ごとに見た職務又
は役職における男女の労働者数がわかる書類

Ａ（必須）
Ｎ（必須）

写し □ □

5
申請事由となった数値目標及び取組目標に関連す
る自社の女性労働者の活躍に課題があることがわ
かる書類

Ａ（必須）
Ｎ（必須）

写し □ □

6
行動計画を自社の労働者に周知していることがわ
かる書類

Ａ（必須）
Ｎ（必須）

写し
例：従業員に周知した通知、社内ＬＡＮの
当該ページ等

□ □

7
（目標達成の対象者に係る）
雇用契約書、労働条件通知書

Ａ（必須）
Ｎ（必須）

写し

女性の積極採用に関するものを目標として
いた場合であって、加速化Ａコースの支給
申請の段階で対象となる労働者を採用して
いない場合は不要。
また、達成した取組目標が研修の実施であ
るなど、対象となる労働者が複数人いる場
合には、対象者のうちの1人分の雇用契約書
及び労働条件通知書で足りるものとする。

□ □

8
（目標達成に係る対象者が短時間正社員の場合）
短時間正社員制度について規定した就業規則等

Ａ
Ｎ

写し □ □

　　　【加速化Ａ】
　　　　　２つ目の取組目標を達成した日の翌日から起算して２か月以内

　　　　　　　　　　申請期間：令和　　　　年　　　　月　　　　日～　令和　　　　年　　　　月　　　　日
　　　【加速化Ｎ】
　　　　　申請に係る取組目標を達成した日の翌日から３年以内に数値目標を達成した時、数値目標を達成した日の
　　　　　翌日から起算し２か月以内
　　　　　　※管理職に占める女性労働者の割合の引き上げを数値目標とする場合、「数値目標達成日」は管理職登用日
　　　　　　　から６か月を経過した日とする

　　　　　　　　　　申請期間：令和　　　　年　　　　月　　　　日～　令和　　　　年　　　　月　　　　日

 会社名：　　　　　　　　　　　　　　    　　　　            　申請日：令和　　　年　　月　　日

両立支援等助成金（女性活躍加速化コース）
□加速化Ａ　□加速化Ｎ

支給申請時提出書類一覧

　　＊加速化Ｎコースの申請で、加速化Ａコースの申請をした事業主においては、提出済みの３～９については省略可。
　　　（申請事由となった数値目標がＡコース申請時と異なる場合は省略不可）

備　　　　　　考
ﾁｪｯｸ

受理番号：　　　　－

番号 書　　類　　名 コース
原本・
写し



（令和2年3月31日までに策定された行動計画に係る支給申請の場合） 2022.4.1版

受付時 審査時
備　　　　　　考

ﾁｪｯｸ
番号 書　　類　　名 コース

原本・
写し

9

支給申請書４の「目標の達成状況」に記載された
取組目標を達成したこと及びその期日を明らかに
する資料
　
（２つの取組の資料が必要であるが、Ｎコースの
みの申請の場合は１つでも可）

Ａ（必須）
Ｎ（必須）

写し

別表「支給対象となる数値目標及び取組目
標」の「目標を達成したことと検証できる
資料の例」参照

□
（１つ目の

取組）

□
（２つ目の

取組）

□
（１つ目の

取組）

□
（２つ目の

取組）

10

数値目標を達成したことと、その期日を明らかに
する書類（取組前、取組後及び支給申請日におけ
るそれぞれの数値がわかるもの）

Ｎ（必須） 写し

別表「支給対象となる数値目標及び取組目
標」の「目標を達成したことと検証できる
資料の例」参照
　□　取組前
　□　取組後
　□　支給申請日

□ □

11

（管理職に占める女性労働者の割合の引き上げを
数値目標とする場合）
対象労働者に係る賃金台帳（管理職登用前後６か
月分）

Ｎ 写し

　□　登用前６カ月分（～登用日の前日）
　　年　 月　 日～　 年　 月　 日
　□　登用後６カ月分（登用日～）
　　年　 月　 日～　 年　 月　 日

□ □

12
（数値目標が「管理職に占める女性労働者の割合
の引き上げ」に関するものである場合）
【加】別様式の１

Ｎ 原本 □ □

13

（数値目標が「女性が少ない職種等における女性
の人数または比率の引き上げ」に関するものであ
る場合）
【加】別様式の２

Ｎ 原本 □ □

14

（支給金額の加算を希望し支給申請書３(２)⑧に
記載がある場合）
行動計画に盛り込んだ取組目標のうち、管理職に
占める女性労働者の割合の引き上げに効果のあっ
た取組の具体的内容が確認できる資料

Ｎ 写し □ □

15 生産性要件算定シート(共通要領様式第２号）
（※１）

Ａ
Ｎ

原本

＜生産性要件の適用を希望する場合＞

□ □

16
与信取引等に関する情報提供に係る承諾書
（共通要領様式第3号）

Ａ
Ｎ

原本

＜生産性要件の適用を希望する場合＞
生産性の伸びが「1％以上6％未満の場合」 □ □

17 生産性要件算定の根拠となる証拠書類
Ａ
Ｎ

原本
＜生産性要件の適用を希望する場合＞
例:確定申告書（別表一、別表四）及び、決
算報告書、損益計算書、総勘定元帳など

□ □

18

（ハローワークシステムに記録されていない
　事業所の事業主の場合）
支払方法・受取人住所届（OCR帳票種別32850）及
び通帳の写し等、支払口座番号が確認できる書類

Ａ
Ｎ

写し
□　口座番号確認
□　返却

□ □

19 その他（　　　　　　　　　　　　） □ □

※１

　　　不備・補正日数：　　　　　　　　　　　日

不備書類提出完了日　　　／　　　（担当者：　　　）不備書類提出依頼日　　／　　（担当者：　　　）

企業会計基準を用いている法人等：共通要領様式第２号、社会福祉法人：共通要領様式第２－１号、医療法人：共通要領様式２－２号、公益法
人：共通要領様式第２－３号、ＮＰＯ法人：共通要領様式第２ー４号、学校法人：共通要領様式第２－５号、


